
 

「大阪市契約関係暴力団排除措置要綱」抜粋 

（入札等除外措置等） 

第３条 市長は、有資格者が別表各号に掲げる措置要件に該当すると認めるときは、条例

第８条の規定に基づき、契約部会の答申を経て、当該有資格者を公共工事等及び売払い

等の契約から同表に定める期間において、排除する措置（以下「入札等除外措置」とい

う。）を行うものとする。ただし、市長が緊急その他の事由があると認めるときは、契

約部会の答申を経ることなく当該有資格者について入札等除外措置を行うことができ

る。 

２ 前項の規定は、入札参加資格の登録（大阪府における登録を含む。）を正当な理由 

がなく取り下げ、かつ、当該登録を取り下げた日から１年を経過しない者（以下「登 

録取下げ者」という。）及び入札等除外措置を受けた有資格者を構成員として含む共 

同企業体についても適用する。この場合において、別表中「有資格者」とあるのは「登 

録取下げ者」と読み替えるものとする。 

３ 市長は、前２項の規定に基づき入札等除外措置を行った有資格者及び登録取下げ者に

ついて、入札等除外措置を行った日から別表各号に定める期間を経過し、かつ当該有資

格者から入札等除外措置の解除の申出があり、別表各号のいずれの措置要件にも該当す

る事実がないと認めるときは、契約部会の答申を経て、入札等除外措置を解除するもの

とする。この場合において市長は、別表各号いずれの措置要件にも該当する事実がない

ことを証明する資料等の提出を求めることができる。 

４ 市長は、第１項若しくは第２項の規定により入札等除外措置を行ったときは、その 

事実が別表各号に掲げる措置要件に該当する場合に応じ、それぞれに定める期間、当 

該措置を受けた者の氏名及び住所（法人である場合は、当該法人の名称、代表者の氏 

名及び事務所の所在地）、入札等除外措置の内容その他必要な事項を公表するものと 

する。 

 

別表 

措 置 要 件 期  間 

 

４ 有資格者又はその役員等が、暴力団又は暴

力団員と飲食や旅行を共にするなど、社会的

に非難されるべき関係を有していると認めら

れるとき 

 

 

左の認定をした日から 1 年を経

過し、かつ改善されたと認められ

るまで 

 

 

 


